
 

来年４月に施行される、改正高年齢者雇用安定法による定年延長等への対応と再雇用
後の賃金改定のポイントを解説します。

日 時 2005年11月16日(水) 18:30～20:00 

会 場 
日本経済新聞社大阪本社８階会議室  

大阪市中央区大手前1－1－1 

受講料 5,000円(消費税込み。当日持参払い) 

募集人数 100名 

主 催 日本経済新聞社 

 
 

講 師 内 容 

 
 

神戸労働法律研究所所長 
社会保険労務士・退職年金コンサルタント 

 

１．65歳までの定年の引上げと
継続雇用制度の導入の義務化
   １）少子高齢化の急速な進
展 
   ２）厚生年金の支給開始年
齢の段階的引上げ 
   ３）高年齢者雇用確保措置
の実施義務化の概要 
   ４）継続雇用制度について 
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八木 昌孝 氏 
 

２．継続雇用定着促進助成金
の活用 
   １）定年延長または継続雇
用制度導入の促進助成 
   ２）具体的な適合基準 
   ３）早めの導入がお得 
３．継続雇用制度の運用の留
意点 
   １）定年延長か継続雇用か
   ２）継続雇用制度の対象に
係る基準の経過措置 
４．再雇用制度・継続雇用制度
導入後の賃金改定 
   １）在職老齢年金と賃金の
関わり 
   ２）在職老齢年金と高年齢
者雇用継続給付の調整 
   ３）高年齢者雇用継続給付
による総額人件費の削減 
５．先例 

下記メールアドレスにセミナータイトル（開催日もご記入下さ
い）、郵便番号、住所、会社名、部署名、氏名、電話番号を明記
のうえお申し込み下さい。電話・ＦＡＸでも受け付けます。折り返
し受講券をお送りします。 

〒540-8588 大阪市中央区大手前1-1-1 
日本経済新聞社 大阪本社 企画事業部「日経経営セミナー」係 

TEL:06-6946-4105 

FAX:06-6946-8470 

メールアドレス: osaka.semi@nex.nikkei.co.jp 
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会場のご案内  

 
 

地下鉄・京阪電車 天満橋駅下車 徒歩６分 
電車またはバスでお越しください。  
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